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図 1 各部材の損傷度 

※(a)(b)(c)は写真 1との対応を表す 

表 1 加振ケースと損傷の様子 

RC造 4層縮小架構の振動台実験による補修補強建物の性能評価 

その 2 X方向の実験結果概要 
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1. はじめに 

 その 2 では X 方向の実験結果の概要について示す。 

 

2. 実験結果 

2.1 加振倍率と破壊性状・最終破壊状況 

 破壊性状の推移を表 1（各 RUN の加振倍率はその１を

参照)、最終加振後の Y2 構面の部材の損傷度を図 1（図中

の赤丸は歪ゲージで判定した塑性ヒンジ発生点を表す）

に示す。なお、X2-X3 通間の梁及び X3 通の柱には歪ゲー

ジを設置していないが、損傷状況から降伏していた可能

性が高いと考えられる。表 1からは、大破時の１階壁脚部

の主筋座屈をはじめとして、全体的に補修試験体の損傷

の進展が新設試験体よりも遅れていることが分かる。ま

た本実験では最終加振時の両試験体の頂部最大応答変形

は概ね等しい結果となった（その 3を参照）が、写真 1か

らはエポキシ樹脂モルタルを用いて補修をした箇所であ

る柱脚部で、新設試験体では大きな剥落が見られるのに

対し、補修試験体には見られない。これはエポキシ樹脂

モルタルの剛性がコンクリートよりも低く、変形追随性

が高いためと思われる。 

 表 1 に示されている耐震性能残存率 R は、文献 1)の略

算法に基づいて算定した。これを頂部変形が概ね等しい

RUN 同士で比較を行ったのが図 2 である。耐震性能残存

率は全体変形角１%程度で、被災度が小破～中破の

RUN4vsRUN4-2 を除けば、概ね等しいことが分かる。前

述の RUN で R の値に違いが見られたのは、補修後試験体

の降伏が新設試験体よりも遅れたためと考えられる。 
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図 2 耐震性能残存率 R 

写真 1 最終加振後の試験体の様子 
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図 5 平均ひび割れ幅 

図 4 Y2 構面ひび割れ総数 

2.2 各層せん断力―層間変形角関係 

 各層せん断力―層間変形角関係を図 3 に示す。黒線は

2019 年度実施の新設試験体の包絡線を示している。補修

試験体では、新設試験体と比較して耐力が上昇し、降伏

変位が大きくなっていることが分かる。 

2.3 ひび割れ本数・ひび割れ幅 

Y１構面上のひび割れについて記述する。ひび割れ幅の 

測定は、各柱・梁・壁の両縁と壁の中央部分で行い、ひ

び割れ本数のカウントも同様の箇所で行った。図 4にひび

割れ本数の推移を示す。旧ひび割れは、補修したひび割

れが再度開いたもの、新ひび割れは実験時に新たに生じ

たものを表している。図 4 からは、変形がおおよそ同じ

RUN 同士を比較しているのにも関わらず、ひび割れの本

数が補修試験体は新設試験体に比べて少なくなっている

ことが分かる。図 5に示すように、ひび割れ幅の傾向が両

試験体で変わらないことから、旧ひび割れは最大応答時

に拡幅し、加振終了後に閉じて目視による発見（発生の

判断）が困難であり、図 4 の「2020 旧ひび割れ」に反映

されていないことが予想される。補修したひび割れの一

部が拡幅しており、軽微なひび割れなどを中心に全ての

ひび割れを 100%補修するには至らなかったと考えられる

ことから、新設試験体・補修試験体のひび割れ本数の差

分を旧ひび割れと仮定した場合、補修をしたひび割れに

対する旧ひび割れの割合は 6割程度であり、大きなひび割

れを中心に少なくとも４割以上のひび割れは補修された

と言える。続いて、部材ごとのひび割れ本数の比較を図 6

に示す。梁と壁は全体の傾向と同様であるが、柱に関し

ては旧ひび割れはほとんど見られず、またひび割れ本数

も両試験体で概ね同じとなっている。架構が梁降伏型で

あるため、新設試験体では柱のひび割れの大半が 1階柱脚

と 4階柱頭に集中しており、当該部分はモルタルによる補

修を行った。そのため、補修試験体において、柱の旧ひ

び割れはほとんど存在しておらず、新ひび割れが発生し

たものと考えられる。 

 

3. まとめ 

 実験結果における各部材の損傷状況から、補修試験体

の降伏メカニズムの発生や損傷の進展が新設試験体より

やや遅れたこと、耐力は上昇したこと、補修を行ったひ 

び割れのうち 4割程度のひび割れは拡幅しないなど、補修

の効果が一定程度あることが確認された。 
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図 3 層せん断力―層間変形角関係 

2層 

3層 4層 

ひ
び
割
れ
本
数

 

図 6 部材ごとのひび割れ本数 
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